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１． は じめ に

近年のＩＴ攻策に関する抜本的かつ組織的な取

り 組み は、 ２００１ 年１月 の
「ｅ－Ｊａｐａｍ 戦 略」 で始

まった。 ２００１年３月には、 ｒ高度情報ネッ トワー

ク杜会形成基本法」（ＩＴ基本法）第３５条に基づ

い て、
「ｅ－Ｊａｐａｍ 蒐点計 画」 が策 定 され た。２００２

年６月 に は
、
この 計 画を 見直 し

、
「ｅ－Ｊａｐａ皿 重 点

計画一２００２」 （以下、 臨 点計 剛 と呼ぶ） が、 Ｉ

Ｔ戦略本部によって策定された。

この計画には、 重点政策５分野として、 以下の

分野が挙 げられている。

１） 世界最高水準の高度情報ネットワークの形成

２） 教育及び学習の振興並ぴに人材の育成

３） 電子商敢引等の促進

４） 行政の情報化及び公共分野における情報通信

技術の活用の椎進

５） 高度椿報通信ネットワークの安全性及び信頼

性の確保

重点分野として、 ５分野に絞ったとはいえ、 そ

の内容は多方面にわたっている。 また、 個々の政

策は、 各省
ごとの視点に基づいて作られており、

全体として一貫した視点が貫かれているわけでも

徐い。 一つ＾つの政策は重要なものであっても、

全体と しての思想が見えてこない。

そこで、 本稿では、
「ＩＴによる産業振興」 とい

う視点を設定してこの重点計画を読み、 視点に合

う部分を ピックアップしながら、 ス トーリーを再

構築してみることとする。

２． 視点の 設定

ここでの 視点は以下のとおりである。

まず第１は、 政策や制度の対象として、 企業セ

クターに 重点を置くということである。 行政の清

報化は、 政府内部 （ＧめＧ）、 政府と国民の間 （Ｇ

ねＣ）、 政府と企業の間 （Ｇ愉Ｂ） のように分ける

こ と が でき るが、 この 中 で重 要 なの は、
ＧｔｏＢ で

ある。 ＧねＧについては、 政府の内部コス トが下

がる だけで、 企業部門に対する影響は小さいと考

え られ る。
ま た
、 Ｇ㎞Ｃ に つ いて は、

ｒ申 請・届 出

等手続きのオンライ ン化」 といっても、 一般国民

が戸籍騰本や住民票などを取り寄せる回数は非常

に少なく、 そのようなものが電子化されてどのよ
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うな効果があるのかという声もある。 やはり、 Ｇ

ｔｏＢが重要ということである。

次に、 ＧねＢの場合、 両者のシステム連動を実

現するためには、 ＢｔｏＢの場合と同様、 ＸＭＬ言

語を介したシステム連携が重要になってくる。 ま

た、 電子庸報が国境を容易に越
えるという性格を

有 していることや、 ネッ トワークがわが国とア
ジ

ア諸国との関係強化のための最良の手段であるこ

とから、 外国との関係も重視す
べきである。

さらに、 従来型産業に対する対応だけなく、 Ｉ

Ｔを活用 したニュービジネスの創出という観点も

重要である。

以上をまとめると、 対象と して 重点を置く
べき

分野はＧぬＢであり、 ＸＭＬを介 した両者のシス

テム連携までを実現すべき である。 また、 Ｂと し

ては、 従来型ビジネスだけでなく、 ＩＴによるニ

ュービジネスや外国企業をも含んで考えるべきで

あ る。

以 下
、
こ のよ う な 視 点で

、
「ぼＪａｐａｎ 重点 政 策

一２００２」 を読んでいく こととする。

３． 亘点 政策５分 野

前述のように、
「重点計画」 では５つの重点分

野を挙げている。

これ らのうち、 １） 世界最高水準の高度情報ネ

ットワークの形成と、 ２） 教育及び学習の振興並

びに人材の育成および５） 高度情報通信ネットワ

ークの安全性及 ぴ言頼性の確保については、 いず

れも基本イ ンフラの整備というべきもので、 議論

するまでもなく 必須のものである。間題は、質的、

量的に どの程度にするかということだけなので、

ここではとりあげないこととする。
一方、 ３） 電子商敢引等 剛足進と、 ４） 行政の

情報化及び公共分野における情報通信技術の活用

の椎進については、その内容や実施方法によって、

言判面が分かれるものである。 以下においては、 こ

のような観点から、 ３） と４） について見ていく

こ とに す る。

４． 冒子商取引 等の促追

「重点計画」 の３） として提示された 「電子商

取引等の促進」については、
「具体的施策」として、

次の４点を挙げている。

①電子商取引等の浸透のための制度整備の充実

②商取引の電子化の加速的推進

③消費者保護対策の充実

④国際的な環境整備

①では、 電子商取引市場の安定性制言頼性の確

保を図るために必要な基幹的制度整備をおおむね

完了させたうえで、 さらにきめ細かな制度整備を

行うこととされており、 これにより、 基本的な間

題は解決されることになる。

②については、 その内容にいくつかの戦略
的要

素が含ま れている。 ここで挙 げられている、

ア） 適正な競争条件の整備

イ） 新しいビジネスの創出と産業競争力の向上

については、 どちらの項目にも、 デ
ジタルコンテ

ンツに関する施策が述べられている。 特にイ） に

お いて は、

『ＩＴを活用 した新たなビジネスの創出・国際的

な産業競争力の向上に資するよう、 その基礎とな

る知的財産権の適正な保護及ぴ利用を図るととも

に、 事業者が積極的にＩＴを活用するような事業

環境の整備のための諸般の施策を実施する』 とし

て、 次のような措置を挙げている。

１） 著作権の権利処理の円滑化等

２） デ ジタルコンテンツの流通増大のための複製

防止等の技術開発剛足進

３） 海賊版対策の強化

また、 本
「蒐点計画」 策定直後の ２００１ 年７月

３目に知的財産会議の 「知的財産戦略大綱」 が定

め られ た が、 そ
こで も、

『過去の成功を支えた経済モデルからの脱却と新

たな成長モデルの模索』の必要性が唱えられ、『知

的財産の創造のよりいっそうの推進と、 その適切

な保護・活用により、 わが国経済・杜会の活性化

を目指す具体的な改革工程を示し、
「知的財産立

国」 の実現に向けた道筋を明らかにする』 ことが

主張されている。
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このように、 政府の政策の中では、 現
在の経済

を活性化するためには、 従来型 ビジネスに変わる

新たなビジネスの創出が必要とされ、 無形資産の

創 造を産業の基盤にすえることが求められている。

次に、④では、『国境
を容易に越える電子取引の

特性に鑑み、 わが国と経済杜会的に密接な関係に

ある諸国家・地域との間で、電子取引に関する制度

調和を構築し、国際性のあるＩＴ杜会を形成する』

としている。この申で、『ＸＭＬ言語を利用 したＥ

ＤＩの国際標準化規格 （ｅｂＸＭＬ） について、 ア

ジア地域内の普及促進を図る』 と している。

ここでは、 ＸＭＬを
べ一スに国際展開を図ろう

という戦略が見てとれる。 雛 、 アジアにおいて

は、 中国を含め、 自由貿易圏 （ＦＴＡ） を
構築し

ようという動きが急であるが、 こうした動きと呼

応して、 この戦略 洲立置
づけられるものと考えら

れる。

５． 行政の構報化及び公共分野における欄

．
報通信技 術の活用の 推進

ｒ重点言十画」 の４） と して提示された ｒ行政の

情報化及び公共分野における情報通信技術の活

用の推進」については、①行政の晴報化（電子政

府の実現、 電子自治体の構築の推 進） と、 ②公共

分野の情報化に分けて、具体的施策が提示されて

い る。

５－１ 行政の情報化 （竈子政府の実睨と竈子自

治体の情築）

行政の情報化については、『行政情報の電子
的提

供、 申請・届出等手続きの電子化、 文書の電子化、

ぺ一パ レス化およ び庸報ネットワークを通 じた情

報共有・活用等に向けた業務改革』 が挙げられ、

『２００３年度までに、電子情報を紙情報と同等に扱

う行政を実現する』 ことを目標と している。

こ れ ら は、 ＧｔｏＧ， ＧわＣ
の色 合 い が強 い よ う

に 見 える が、
ＧｔｏＢ に 着目 して み ると、

「行 政 手 続

の電子化」 の中に、「ワンストップサービス」 につ

いての記述を見ることができる。 この中に、 以下

のような、 各種業務処理システ
ムに関する具体的

施策が挙げられている。

『輸出入・港湾諾手続について、 通関情報処理 シ

ステム （ＮＡＣＣＳ）、 港湾ＥＤＩ システ
ム及び

乗員上陸許可支援システム等の各システムを相互

に接続、 連携することにより、 ワンス トッ
プ化を

推進し、２００３ 年度のできる限り早い
時期までに、

これら手続のシングルウィン ドウ化 を実現する』

ここでは、 企業の輸出入業務に関わる諾手続き

に、
「ワンス トップ化」 および 「シングルウィ ン

ドウ化」 を導入すると している。 このように企業

の業務に直締するシステムが「ワンストップ化」、

「シングルウィン ドウ化」 されることで、 業務効

率は大幅に向上すると思われる。 この計画はさら

に、 次のように展開されている。

『２００２ 年度 中 に、
ＮＡ ＣＣ Ｓ のイ ンターネ ッ ト接

続を実施するほか、 ＮＡＣＣＳと外国為替及び外

国貿易法に基づく輸出入許可・承認手続システム

（ＪＥＴＲＡＮＳ） の間及びＮＡＣＣＳ、 港湾Ｅ

ＤＩシステムと乗員 上陸許可支援システム間を、

それぞれ相互に接続、 連携する』

これらのシステム間連動は、 政府内での システ

ム連動にと どまらず、 以下のように、 民間 シス
テ

ムとの連動にまで発展させることになっており、

その意義はきわめて大きいといえる。

『２００３ 年度までの実現を予 定している輸出入手

続の電子化の一環と して、民間の収納イ ンフラの

利活用や各種輸出入手続の申告・申講・受付シス

テムと貿易関連手続の電子化に係る民間システム

との連携等を推進する』

また、
「攻府調達の電子化」 と して、 『国十交通

省においては、公共事業支援統合庸報シス
テム（Ｃ

ＡＬＳ／ＥＣ） を２００４年度までに構築する』 とい

う施策が重要である。 ＣＡＬＳ／ＥＣとは、公共事

業のライフサイク ル全般 （調査・計画、 設 計、 入

札、 施工およぴ維持管理） において発生する各種

情報を電子化し、 ネッ トワ
ーク を利用 して情報の

交換・共有ができる仕組みのことであり、 その情

報のやり取りにＸＭＬ文書が使われることになっ

てい る。 そ の意
味で、 こ のＣ Ａ Ｌ

Ｓ／Ｅ Ｃ はき わ め
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て重要である。 これに対応するため、 建設業界に

おいてＸＭＬが急速に普及すると思われるからで

ある。 既に、 建設業界向けのＸＭＬ解説書も市販

されるようになっている。

このケースでは、 政府の政策が、 申請・届出手

続の電子化による効率化やコスト削減といった直

接の目的を越えて、 結果的に、 業界の情報化 剛足

進につながることになるのである。

ただ、 ここで注意す
べきことは、 国土交通省の

現場では、 直接的目的の方に関心があり、
建設業

界のＩＴ化そのものには、 それほ ど興味を持って

いないように見受けられることである。 これが、

産業のＩＴ化を所掌する経済産業省であれぱ、 状

況は違ってくることと思われる。

このように、 同じ間題でも所掌する官庁によっ

て間題意識が違うという状況のため、
「重点計画」

のストーリー立てがぼやけることになる。

このような官庁の思惑はともかくと して、 建築

業界においては、 必要に追られて、 ＸＭＬの普及

が進むことと思われる。

５－２ 嫉 捌 二お一ナるＩＴ仙＝：σ脳筐

公共分野のＩＴ化については、
「サー ビスの多様

化及び質の向上を図ること等により、 広く国民が

ＩＴの、慰恵を享受できる杜会 を実現する」 ことを

目標と している。

具体的施策としては、 以下の７碩目が挙 げられ

て いる。

１） 化学技術・学術研究分野の情報化

２） 芸術・文化分野の情報化

３） 保健、 麟、 福祉分野の情報化

４） 高度道路交通システム （ＩＴＳ） 及び公共交

通分野の情報化の推進

５） 環境分野の情報化

６） 地理情報システム （ＧＩＳ） の推進

７） 防災分野の情報化

この中では、 ６） 地理情報 システム （ＧＩＳ）

の推進が重要と思われる。 ４） 高度道路交通 シス

テム （ＩＴＳ） 及び公共交通分野の情報化の推進

も、ビジネス分野への影響は大きいと思われるが、

ここ では、 ＧＩ
Ｓ の推 進 を取 り 上げ る。

ま ず
、
『防 災
、
ま ちづく り、 交通、

環 境、 教育 等

の行政分野、民間業務の合理化・効率化、 新しい ビ

ジネスモデルの創 造、国民生活の高度化・多様化

を図 るた め
、
「Ｇ ＩＳ アク ショ ンプロ グラ ム２００２

－２００５」 に沿った所要の施策を着実に実施する』

と宣言した後、 いくつかの地図情報提供のための

プロジェク トを提示 している。

その中のひとつに、 Ｇ－ＸＭＬに関する次のよ

うな記述がある。

『２００３年度までに、ＧＩＳコンテンツをＧ－ＸＭ

Ｌ化 し相互に紹介・流通させる場を提供する仕組

みを開発 し、 イ ンターネ ット等により広く一般に

提示することにより、 多種多様なＧＩＳコ ンテン

ツの市場流通を実現し、 新たなサー
ビス・産業の

創出を促進する』

さら に
、
次 のよ う に続 けて い る

。

『２００２年度 中を目途に、地理情報標準のＪＩＳ化

及びＧ－ＸＭＬの国際規格化提案を行い、 以後、

政府はこれらの標準を率先 して使用するとともに、

その普及を図る』

ここにもコンテ ンツ ビジネスの育成、 ＸＭＬの

普及に対する期待が感ぜ られる。 このように、 公

共分野の情報化については、 ＩＴＳ， ＧＩＳなど

ニュー ビジスにつながる可能性のあるものが多く、

注目に値する。

６． おわ りに

以 上 のよ う に見 てく ると
、
「ｅ－Ｊａｐａｎ 重 点 計画

一２００２」 に基づいて、 次のような戦略を提示する

こ とが でき る。

『現下の目本経済の長期停滞の中で、 従来型ビ

ジネスはＸＭＬをべ一スとした企業間および企

業・政府間のシステム連携により、 新たな ビ
ジネ

スモデルを構築していくべきである。 また、 ＧＩ

Ｓを始めとするデ ジタルコンテ ンツ・ ビジネスな

ど、 新たな知的財産ビジネスを振興する
べきであ

る。 そのため、 知的財産権の適正な保護およぴ利

用 を図る必要がある。 さらに、 ボーダレス日封犬の
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アジア経済の統合のため、 ＸＭＬに基づく海外企

業との連携を推進することが望まれる』

上記 の 戦 略は、
「ｅ－Ｊａｐａｎ 重点計 画 一２００２」 を

「ＩＴによる産業振興」 という 視点で整理 したも

のであるが、 異なる 視点に基づいて、 各種の戦略

を 作 る こ と が で き る。
「ｅ－Ｊａｐａｎ 重 点 計 画 一

２００２」 は、 そのための有益な材料を提供 してくれ

る の であ る。

ＩＴ 戦 略本 部
、 ｅ
・Ｊａｐａｎ 重 点計 画一２００２， Ｉ Ｔ

戦 略

本 部、
２００２ （ｈｔｔｐ：／／ ㎜ ．ｋａｎｔｅｉ．ｇｏ．ｊｐ／ｊｐ／

ｓ 軸 ｉｔ独ｅｔ制０２０６１８ｈ㎝ｂｍ．Ｐ曲

西村総合法律事務所 ネット・メディア・プラク

ティ ス チー ム 編著、ＩＴ 法 大
全
、目経 Ｂ Ｐ杜、

２００２

坂村健、２１世紀目本の情報戦略、岩波
書店、２００２

高橋徹・永田守男・安田浩編、 次代のＩＴ戦略、

目本経済評論杜、 ２００２
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